
　

経
団
連
は
、
日
本
社
会
の
新
た
な
姿
と
し
て

Society 5.0

を
提
唱
す
る
と
と
も
に
、
新
た
な
資
本

主
義
の
形
と
し
て
「
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
資
本
主

義
」
を
掲
げ
て
い
る
。
こ
れ
ら
を
実
現
す
る
う
え
で

は
、
企
業
が
マ
ル
チ
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
対
話

を
通
じ
て
彼
ら
の
要
請
を
包
摂
し
、
価
値
を
協
創
し

て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
そ
の
カ
ギ
と
な
る
の

は
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン（
Ｄ
Ｘ
）

で
あ
る
。
Ｄ
Ｘ
は
、
社
会
課
題
を
可
視
化
す
る
と
と

も
に
、
全
体
・
部
分
最
適
の
両
立
を
通
じ
て
多
様
な

価
値
創
造
を
可
能
と
す
る
。

　

本
稿
で
は
、Ｄ
Ｘ
に
向
け
た
経
団
連
の
こ
れ
ま
で
の

取
り
組
み
と
、２
０
２
２
年
の
展
望
に
つ
い
て
述
べ
る
。

Ｄ
Ｘ
に
向
け
た 

経
団
連
の
こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

　

経
団
連
で
は
、
２
０
２
０
年
５
月
に
公
表
し
た
提

言
「D
igital T

ransform
ation

（
Ｄ
Ｘ
）～
価
値
の

協
創
で
未
来
を
ひ
ら
く
～
」
に
お
い
て
、
Ｄ
Ｘ
を

「
デ
ジ
タ
ル
技
術
と
デ
ー
タ
の
活
用
が
進
む
こ
と
に

よ
っ
て
、社
会
・
産
業
・
生
活
の
あ
り
方
が
根
本
か
ら

革
命
的
に
変
わ
る
こ
と
。
ま
た
、そ
の
革
新
に
向
け
て

産
業
・
組
織
・
個
人
が
大
転
換
を
図
る
こ
と
」と
定
義

し
た
。
そ
の
う
え
で
、
我
が
国
独
自
の
「
価
値
協
創

型
Ｄ
Ｘ
」
を
打
ち
出
し
、
生
活
者
価
値
の
実
現
に
向

け
、
同
業
種
・
異
業
種
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
、
ア
カ

デ
ミ
ア
、
政
府
・
自
治
体
と
い
っ
た
主
体
が
有
機
的

か
つ
自
律
的
に
協
創
を
進
め
る
モ
デ
ル
を
提
起
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
、
こ
う
し
た
コ
ン
セ
プ
ト
に
基
づ
く
取

り
組
み
と
し
て
、
Ｄ
Ｘ
の
実
装
に
向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
を
多
様
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
共
に
展
開
し

て
き
た
。
具
体
的
に
は
、
生
活
者
サ
ー
ビ
ス
の
共
通

手
続
き
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
「A

IRPO
ST （

注
１
）」
の
提

供
、
企
業
間
の
情
報
連
携
推
進
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

「N
EX

CH
A

IN （
注
２
）」
の
立
ち
上
げ
、
ス
ー
パ
ー
シ
テ
ィ

の
モ
デ
ル
と
し
て
の
「
つ
く
ば
ス
ー
パ
ー
サ
イ
エ
ン

ス
シ
テ
ィ
構
想
（
注
３
）」

の
立
案
、
災
害
対
策
等
に
向
け
た

衛
星
デ
ー
タ
活
用
を
進
め
る
「
衛
星
デ
ー
タ
サ
ー
ビ

ス
企
画
株
式
会
社
（
注
４
）」
の
設
立
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

ま
た
、
企
業
の
Ｄ
Ｘ
推
進
に
向
け
た
取
り
組
み
を

後
押
し
す
べ
く
、
株
式
会
社
ア
イ
デ
ミ
ー
・
慶
應
義

塾
大
学
と
の
共
同
研
究
の
成
果
を
踏
ま
え
「
Ｄ
Ｘ
簡

易
組
織
診
断
（
注
５
）」
を
実
施
し
て
い
る
。
同
診
断
は
、
経

団
連
が
作
成
し
た
「
協
創
Ｄ
Ｘ
」
指
標（
図
表
）を
基

に
、
他
社
と
比
べ
た
Ｄ
Ｘ
の
進
捗
度
合
い
の
確
認
を

可
能
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

人
材
育
成
の
観
点
で
は
、
株
式
会
社
ア
イ
デ
ミ
ー
、

東
京
大
学
エ
ク
ス
テ
ン
シ
ョ
ン
株
式
会
社
、
一
般
社

団
法
人
経
団
連
事
業
サ
ー
ビ
ス
の
共
催
な
ら
び
に
経

団
連
の
後
援
に
よ
り
、
次
世
代
経
営
リ
ー
ダ
ー
向
け

Ｄ
Ｘ
講
座
「N

ext Executive Program （
注
６
）」
を
開

催
し
て
い
る
。
同
講
座
で
は
、
先
端
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

に
関
す
る
体
系
知
識
に
加
え
、
デ
ジ
タ
ル
事
業
戦

略
・
組
織
戦
略
を
描
く
ス
キ
ル
の
習
得
に
向
け
た
研

修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
用
意
し
、
Ｄ
Ｘ
推
進
に
向
け
た
次

世
代
の
経
営
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
し
て
い
る
。

２
０
２
２
年
の
展
望

　

改
め
て
述
べ
る
ま
で
も
な
く
、
今
回
の
パ
ン
デ
ミ

ッ
ク
の
影
響
は
広
く
社
会
全
体
に
及
び
、
生
活
の
あ

ら
ゆ
る
場
面
に
お
け
る
人
々
の
行
動
が
変
容
し
た
。

目
下
、
Ｂ
to
Ｃ
は
も
と
よ
り
、
そ
れ
以
外
の
ビ
ジ
ネ

ス
に
お
い
て
も
事
業
環
境
が
一
変
し
て
お
り
、
Ｄ
Ｘ

副
会
長
／
日
本
電
信
電
話
会
長

篠しのは
ら原
弘ひろみ

ち道

Ｄ
Ｘ
に
向
け
た
経
団
連
の
取
り
組
み
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新
た
な
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
開
発
・
実
装
を
加
速
す

る
こ
と
で
、
具
体
的
な
利
便
性
・
生
活
者
価
値
を
目

に
見
え
る
形
で
提
示
し
て
い
く
。

　

政
府
に
お
い
て
は
、
Ｄ
Ｘ
に
関
す
る
施
策
を
進
め

る
う
え
で
、
国
民
の
信
頼
を
獲
得
す
る
こ
と
が
不
可

欠
で
あ
る
。
２
０
２
１
年
９
月
に
発
足
し
た
デ
ジ
タ

ル
庁
を
中
心
に
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
と
透
明
性
を
前

提
と
し
て
、
デ
ジ
タ
ル
３
原
則（
デ
ジ
タ
ル
フ
ァ
ー
ス

ト
、
ワ
ン
ス
オ
ン
リ
ー
、
コ
ネ
ク
テ
ッ
ド
・
ワ
ン
ス
ト

ッ
プ
）に
基
づ
く
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と

で
、
生
活
者
の
利
便
性
・
ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
ー
を

高
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ま
た
、
デ
ー
タ
の
さ
ら

な
る
利
活
用
は
、
Ｄ
Ｘ
を
推
進
す
る
う
え
で
死
活
的

に
重
要
で
あ
り
、「
包
括
的
デ
ー
タ
戦
略
」
の
も
と
、

デ
ー
タ
の
生
成
・
収
集
や
各
分
野
横
断
の
デ
ー
タ
連

携
基
盤
構
築
等
に
政
府
が
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。

　

新
た
に
設
置
さ
れ
た
デ
ジ
タ
ル
臨
時
行
政
調
査
会

（
デ
ジ
タ
ル
臨
調
）に
は
、全
て
の
規
制・制
度
を
洗
い

直
し
、
Ｄ
Ｘ
を
阻
害
す
る
要
因
を
徹
底
的
に
取
り
除

く
こ
と
を
期
待
す
る
。今
回
の
改
革
は
、単
な
る
行
政

手
続
き
の
デ
ジ
タ
ル
化
に
と
ど
ま
っ
て
は
な
ら
な
い
。

日
本
の
経
済
社
会
全
体
の
構
造
を
デ
ジ
タ
ル
時
代
に

ふ
さ
わ
し
い
も
の
に
変
革
で
き
て
こ
そ
、
デ
ジ
タ
ル

田
園
都
市
国
家
構
想
が
結
実
す
る
。２
０
２
２
年
の
経

団
連
も
、全
力
を
挙
げ
て
そ
の
実
現
に
向
か
い
た
い
。

（
注
１
） https://airpost.toppan-f.co.jp/service/

（
注
２
） https://w

w
w

.nexchain.or.jp/

（
注
３
） https://w

w
w

.city.tsukuba.lg.jp/shisei/torikum
i/ 

 
1013732.htm

l

（
注
４
） https://w

w
w

.sd-services.co.jp/

（
注
５
） https://aitec-srv.jp/static/D

X
A

nalytics/top.htm
l

（
注
６
） https://business.aidem

y.net/nep/

い
る
。
同
時
に
、
制
限
さ
れ
た
生
活
を
社
会
全
体
が

強
い
ら
れ
る
中
、
生
活
者
が
Ｄ
Ｘ
の
メ
リ
ッ
ト
を
享

受
す
る
機
会
を
逸
失
し
て
い
る
。

　

Ｄ
Ｘ
の
遅
れ
を
取
り
戻
す
う
え
で
は
、
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
全
体
の
デ
ー
タ
利
活
用
や
、
既
存
事
業
の

効
率
化
、
生
産
性
向
上
等
、

個
社
・
業
界
・
産
業
界
と
し

て
の
地
道
な
取
り
組
み
を
積

み
重
ね
る
こ
と
が
欠
か
せ
な

い
。
ま
た
、
Ｄ
Ｘ
を
通
じ
た

価
値
創
造
を
進
め
る
う
え
で

は
、
コ
ロ
ナ
禍
の
よ
う
な
急

激
な
環
境
変
化
に
対
応
で
き

る
よ
う
、
将
来
的
な
変
化
を

前
提
と
し
た
拡
張
性
の
あ
る

ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
ー
に
基
づ

き
、
ス
ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
る
。ま
た
、最
初

か
ら
完
璧
を
求
め
る
の
で
は

な
く
、
試
行
錯
誤
を
繰
り
返

し
な
が
ら
、改
善
を
積
み
重
ね

て
い
く
姿
勢
も
必
要
で
あ
る
。

　

経
済
界
と
し
て
は
引
き
続

き
、
サ
ス
テ
イ
ナ
ブ
ル
な
資

本
主
義
実
現
に
向
け
、
全
て

の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
を
巻

き
込
み
な
が
ら
、
行
政
・
教

育
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア
等
あ
ら
ゆ

る
分
野
の
Ｄ
Ｘ
を
推
進
し
、

を
通
じ
た
ビ
ジ
ネ
ス
の
刷
新
は
不
可
避
と
な
っ
て
い

る
。
ま
た
、
コ
ロ
ナ
対
策
の
致
命
傷
と
な
っ
た
行
政

Ｄ
Ｘ
の
遅
れ
や
、
デ
ジ
タ
ル
デ
バ
イ
ド
を
含
む
社
会

の
Ｄ
Ｘ
の
遅
れ
等
、
我
が
国
全
体
の
Ｄ
Ｘ
の
遅
れ
は
、

多
様
な
主
体
の
協
創
に
よ
る
価
値
創
造
を
阻
害
し
て

図表　「協創DX」指標
◦協創を軸とするDX推進に必要な５つの要素を段階的に進めるうえでの定性指標の例を示す
◦“DX-Ready”であるLv2への底上げをまず図り、その上への到達を目指すことが重要
※各社事情や実現を目指す「生活者価値」によって大きく変わり得るため、あくまで自己評価の参考例としての活用を期待

協創 経営 人材 組織 技術

Lv5

□  複数の協創事業
を軸に、業界再
編を牽引

□  経営層の過半数がDX
牽引

□  経営層にグローバル
人材を登用

□  収 益の30%をDXが
牽引

□  起承転結人材のグロ
ーバル展開

□  リテラシー教育を資
産化し外販

□  DXが組織の中核化
□  既存部門の再編が進
み、DX主体の組織に
変革

□  DX実装を自社が主導
□  DX実装の大半がAI、
Cloud、Agile等を全面
採用

□  LXが全面稼動

Lv4

□  複数の協創事業
を牽引し新事業
領域を創設

□  DXを経営層が牽引
□  経営層に複数の外部
人材を登用

□  収益の10%をDXが牽
引

□  外部採用、協創によ
り起承転結人材を概
ね充足

□  リテラシー教育が本
格化

□  DX推進組織が独立
□  既存部門によるDX事
業も複数事業化

□  組織風土変革が全社
浸透

□  DX実装の過半を自社
で対応

□  AI、Cloud、Agile等主
要技術を導入、実装が
進行

□  LXが部分稼働を開始

Lv3

□  協創領域を定義
し、経営計画化

□  自社の強みを活
かした協創事業
を開始

□  経営計画にDXのVision
を明記、公開

□  経営層に外部人材を
登用

□  DXにより一定収益を
計上

□  外部採用、協創によ
る人材拡充を開始

□  リテラシー教育の展
開を開始

□  DX推進組織による新
規事業が複数事業化

□  既存部門との業務連
携始動

□  組織風土変革が本格化

□  DX実装のためのAI、
Cloud、Agile等主要技
術を自社導入

□  LX計画が承認され、
プロジェクト始動

L

DX-Ready

v2

□  DX推進に協創が
不可欠であるこ
とを認知

□  協創にあたって
の自社の強み弱
みを把握

□  DXの本質を経営層が
理解

□  DX自己診断を実施
□  経営層に技術人材を
登用

□  DXによる収益目標を
設定

□  起承転結人材の充足
性評価により、充足
計画済み

□  リテラシー教育計画
立案済み

□  DX推進の組織を立ち
上げ済み

□  DX推進部門と既存部
門の連携方法を確立

□  組織風土変革に着手

□  DX実装のための技術
領域を定義

□  LXの必要性を評価し、
実施を計画化

Lv1
□  自社での取り組
みに集中

□  DXの検討は部門任せ
□  DXが業界や自社の企
業経営に与える影響
の認識も不十分

□  DXに必要な人材定義
が未了

□  リテラシー教育計画
未着手

□  DX推進のための組織
対応は未着手

□  DXのシステム対応は
外部委託中心

□  LXのビジョン立案未
着手
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